
  

１．平成23年３月期第１四半期の業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の業績予想（平成22年４月1日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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上場会社名 東部ネットワーク株式会社 上場取引所  ＪＱ 

コード番号 9036 ＵＲＬ  http://www.tohbu.co.jp 

代表者          （役職名） 代表取締役社長 （氏名）芦原  一義 

問合せ先責任者  （役職名） 常務取締役兼常務執行役員 （氏名）三澤  秀幸 （ＴＥＬ）  045（461）1651 

四半期報告書提出予定日 平成22年８月13日 配当支払開始予定日 ―  

四半期決算補足説明資料作成の有無：有     

四半期決算説明会開催の有無      ：有     

  （百万円未満切捨て）

（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  2,569  0.9  200  △3.5  228  0.8  134  0.9

22年３月期第１四半期  2,545  4.6  207  65.0  227  58.3  133  70.5

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  24  55  －      

22年３月期第１四半期  24  32  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  17,352  13,313  76.7  2,426  86

22年３月期  17,167  13,285  77.4  2,421  75

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 13,313百万円 22年３月期 13,285百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期 －       7 50 －      7 50  15  00

23年３月期 －      

23年３月期（予想） 7 50 －      7 50  15  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  5,237  0.9  393  △10.4  412  △12.3  240  △13.1  43  80

通期  9,820  0.4  694  5.7  726  1.9  423  25.3  77  11
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４．その他（詳細は、［添付資料］３ページ「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る

会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（３）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短

信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続は終了していません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資

料）３ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。  

  

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 5,749,000株 22年３月期 5,749,000株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 263,230株 22年３月期 263,131株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 5,485,829株 22年３月期１Ｑ 5,485,869株
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※ 当社は以下のとおり投資家向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料については、開催後速や

かに当社ホームページで掲載する予定です。 

・平成22年８月８日（日）・・・・・・個人投資家向け決算説明会 

  

※ 上記説明会資料のほかにも、当社では、四半期決算補足説明資料として、第１四半期決算説明資料を当社ホーム

ページに掲載しています。 
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（１）経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期におけるわが国経済は、欧州の金融不安や、米国の景気先行き懸念から円高・株安が進行し、不透

明感を増しております。 

当貨物自動車運送業界におきましては、輸出の増加や景気対策による政策効果等で、輸送量が持ち直し傾向にあ

りますが、天候不順による生活関連消費財が低迷し、全体として弱含みの回復状況下にあります。 

このような状況下、当社におきましては、ロジスティクス・イノベーションによる事業展開を推し進め、新輸送

システムの実践と複合輸送を標準化することで、生産性の向上を目指しました。 

以上の結果、当第１四半期の売上高は、2,569,107千円（前年同期比0.9％増）となりました。営業利益は、一般

管理費等の諸経費削減努力をいたしましたが、高騰する燃料費負担が増加し、200,405千円（前年同期比3.5％減）

となりました。 

経常利益は228,967千円（前年同期比0.8％増）となり、四半期純利益は134,671千円（前年同期比0.9％増）とな

りました。 

  

当第１四半期会計期間の事業別売上高の概況につきましては、以下のとおりであります。 

（貨物自動車運送事業） 

バルク輸送部門の石油輸送は、新輸送システム体制を構築したことにより、輸送量の減少に歯止めがかかり、ほ

ぼ前年同期並みとなりました。 

化成品輸送につきましては、生産調整から一転して外需が拡大基調となり、輸送量が大幅に増加し増収となりま

した。セメント輸送につきましても、大規模な公共投資の輸送が受注できましたので増収となりました。 

以上により当バルク輸送部門は、前年同期比12.2％増となりました。 

清涼飲料、びん・容器輸送部門の清涼飲料輸送は、天候不順による需要減退と荷主の物流合理化により輸送量が

減少し減収となりました。びん・容器輸送は、輸送テリトリーの一部拡大があり増収となりました。 

以上により、清涼飲料、びん・容器輸送部門は、前年同期比11.3％減となりました。 

その他輸送部門は、小型車が中心の事業部門で、増車対応した荷主もありましたが大口取引先による移転集約化

で減収となりました。 

以上により、その他輸送部門は、前年同期比6.9％減となりました。 

この結果、関連業務の荷役作業収入を含めた当事業の売上高は1,594,031千円（前年同期比7.6％減）、セグメン

ト利益は142,341千円となりました。 

（商品販売事業） 

当事業の主力販売品である石油製品は、既存販売先で引続き高価格帯の取引が順調に伸びましたことに加え、新

規取引先が加わった上に販売価格が上昇し増収となりました。セメント販売につきましても、新規取引先獲得によ

り販売量が増加いたしましたので増収となりました。また、車両販売他につきましても、中型車販売で微増となり

ました。 

この結果、当事業の売上高は694,105千円（前年同期比26.7％増）、セグメント利益は1,708千円となりました。

（不動産賃貸事業） 

当社が提供する各種賃貸施設のうち、自社提供施設につきましては、昨年11月から新施設の提供がされておりま

すので増収となり、借上施設につきましては、一部解約が発生いたしましたので減収となりました。 

この結果、当事業の売上高は261,578千円（前年同期比3.8％増）、セグメント利益は119,561千円となりまし

た。 

（その他事業）  

自動車整備事業は、不景気に伴う減車で受注減となり減収で、損害保険代理業につきましては、大口新規顧客の

獲得で増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は19,390千円（前年同期比6.4％減）、セグメント利益は7,055千円となりました。 

  

（２）財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期会計期間末の総資産は17,352,283千円となり、前事業年度末と比べ184,498千円増加いたしまし

た。 

この主な要因は、受取手形が84,265千円増加したこと等により流動資産が83,690千円、固定資産が100,807千円

それぞれ増加したことによるものであります。固定資産の主な増加要因は、（仮称）北陸物流センターの建設工事

に伴い建設仮勘定が259,980千円増加した一方で、投資有価証券の時価評価等により投資その他の資産が111,795千

円減少したことによるものであります。 

当第１四半期会計期間末の負債合計は4,039,093千円となり、前事業年度末と比べ156,707千円増加いたしまし

た。 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報
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この主な要因は、支払手形84,323千円、未払金106,427千円、未払費用101,717千円それぞれ増加し、未払法人税

等が105,324千円減少したこと等により流動負債が210,412千円増加した一方で、繰延税金負債が48,040千円減少し

たこと等で固定負債が53,705千円減少したことによるものであります。  

当第１四半期会計期間末の純資産合計は13,313,190千円となり、前事業年度末と比べ27,791千円増加いたしまし

た。 

この主な要因は、利益剰余金が93,527千円増加した一方で、その他有価証券評価差額金が65,674千円減少したこ

とによるものであります。この結果、自己資本比率は76.7％となりました。  

（キャッシュ・フローの状況） 

当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ89,591

千円増加の3,124,297千円となりました。 

当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は284,606千円となりました。主な増加要因は、税引前四半期純利益229,284千円、

減価償却費129,143千円、仕入債務の増加額145,260千円、その他の負債の増加額139,934千円等であり、主な減少

要因は、売上債権の増加額109,697千円、法人税等の支払額171,720千円等によるものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

投資活動の結果支出した資金は153,809千円となりました。主な増加要因は、定期預金の払戻による収入100,000

千円等であり、主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出258,751千円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は41,206千円となりました。これは、主に配当金の支払額によるものでありま

す。   

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

平成23年３月期の業績予想につきましては、平成22年５月13日に発表いたしました第２四半期累計期間及び通期

の業績予想から変更はありません。   

  

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

簡便な会計処理 

固定資産の減価償却費の算定方法は、定率法を採用している資産について、事業年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。  

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ33千円減少し、税引前四半期純利益は1,233千円減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は1,576千円であります。   

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

該当事項はありません。   

２．その他の情報
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３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,434,297 3,444,705

受取手形 109,143 24,878

営業未収入金 979,156 953,724

原材料及び貯蔵品 23,123 25,775

その他 117,943 130,529

貸倒引当金 △3,624 △3,264

流動資産合計 4,660,039 4,576,349

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 2,915,117 2,953,175

車両運搬具（純額） 407,563 389,542

土地 7,314,218 7,314,218

建設仮勘定 294,900 34,920

その他（純額） 328,992 344,146

有形固定資産合計 11,260,791 11,036,003

無形固定資産 156,789 168,973

投資その他の資産   

投資有価証券 817,523 927,229

その他 457,144 459,234

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 1,274,663 1,386,458

固定資産合計 12,692,243 12,591,436

資産合計 17,352,283 17,167,785

負債の部   

流動負債   

支払手形 102,772 18,448

営業未払金 616,294 555,357

未払金 117,168 10,741

未払費用 265,338 163,621

未払法人税等 73,431 178,755

引当金 34,403 99,647

その他 149,063 121,488

流動負債合計 1,358,472 1,148,060

固定負債   

繰延税金負債 1,275,081 1,323,121

再評価に係る繰延税金負債 148,692 148,692

引当金 83,980 81,830

長期前受金 64,873 66,113
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

長期預り保証金 1,106,411 1,114,568

資産除去債務 1,581 －

固定負債合計 2,680,620 2,734,325

負債合計 4,039,093 3,882,386

純資産の部   

株主資本   

資本金 553,031 553,031

資本剰余金 527,722 527,722

利益剰余金 12,755,037 12,661,510

自己株式 △194,955 △194,894

株主資本合計 13,640,835 13,547,370

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 127,721 193,395

土地再評価差額金 △455,366 △455,366

評価・換算差額等合計 △327,645 △261,971

純資産合計 13,313,190 13,285,399

負債純資産合計 17,352,283 17,167,785
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（２）四半期損益計算書 
（第１四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 2,545,226 2,569,107

売上原価 2,239,438 2,278,019

売上総利益 305,788 291,087

割賦販売未実現利益戻入額 4,098 2,388

割賦販売未実現利益繰入額 3,824 1,998

差引売上総利益 306,062 291,477

販売費及び一般管理費 98,383 91,072

営業利益 207,678 200,405

営業外収益   

受取利息 640 580

受取配当金 11,716 12,919

補助金収入 － 12,600

その他 8,121 4,092

営業外収益合計 20,477 30,192

営業外費用   

支払利息 1,083 1,630

その他 － 0

営業外費用合計 1,083 1,631

経常利益 227,072 228,967

特別利益   

固定資産売却益 978 1,301

貸倒引当金戻入額 365 －

投資有価証券売却益 － 223

特別利益合計 1,343 1,525

特別損失   

固定資産売却損 1,794 －

固定資産除却損 5 7

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,200

特別損失合計 1,800 1,208

税引前四半期純利益 226,616 229,284

法人税、住民税及び事業税 61,579 72,066

法人税等調整額 31,610 22,547

法人税等合計 93,190 94,613

四半期純利益 133,425 134,671
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 226,616 229,284

減価償却費 132,242 129,143

貸倒引当金の増減額（△は減少） △365 359

その他の引当金の増減額（△は減少） △87,684 △63,093

受取利息及び受取配当金 △12,356 △13,500

支払利息 1,083 1,630

有形固定資産売却損益（△は益） 815 △1,301

有形固定資産除却損 5 7

投資有価証券売却損益（△は益） － △223

売上債権の増減額（△は増加） 114,907 △109,697

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,395 2,652

仕入債務の増減額（△は減少） △85,920 145,260

補助金収入 － △12,600

その他の資産の増減額（△は増加） △30,958 △10,598

その他の負債の増減額（△は減少） 166,574 139,934

小計 423,566 437,258

利息及び配当金の受取額 12,840 13,499

利息の支払額 △1,083 △1,630

補助金の受取額 － 7,200

法人税等の支払額 △154,295 △171,720

営業活動によるキャッシュ・フロー 281,028 284,606

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100,000 －

定期預金の払戻による収入 300,000 100,000

有形固定資産の取得による支出 △135,055 △258,751

有形固定資産の売却による収入 5,058 4,953

無形固定資産の取得による支出 △33,000 －

投資有価証券の取得による支出 △298 △301

投資有価証券の売却による収入 － 223

貸付けによる支出 △320 △810

貸付金の回収による収入 688 876

投資活動によるキャッシュ・フロー 37,072 △153,809

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 － △61

配当金の支払額 △68,573 △41,144

財務活動によるキャッシュ・フロー △68,573 △41,206

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 249,527 89,591

現金及び現金同等物の期首残高 3,094,565 3,034,705

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,344,092 3,124,297
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該当事項はありません。   

  

１．報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に営業本部と管理本部を置き、製品・サービスを扱う各事業部門を統括管理し、新規事業の開発

等、包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがいまして、当社は、営業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貨物自

動車運送事業」、「商品販売事業」、「不動産賃貸事業」、「その他事業」の４つを報告セグメントとしておりま

す。 

「貨物自動車運送事業」は、当社の主たる事業として、関東圏を中心に東北圏から近畿圏に輸送ネットワークを

持ち、各種製品の輸送サービスを提供しております。「商品販売事業」は、主に石油製品、セメント及び車両等の

販売をしております。「不動産賃貸事業」は、賃貸オフィスビルや物流センター等の各種賃貸商業施設を提供して

おります。「その他事業」は、自動車整備業及び損害・生保代理業であります。自動車整備業は、自社整備工場を

保有し、民間車検、車両修理・整備等のサービスを提供しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

当第１四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（注）１．セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。  

２．報告セグメント利益の合計額は、四半期損益計算書計上額（営業利益）と一致しております。 

  

（追加情報）  

当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

21年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  （単位：千円）

  

報告セグメント
調整額 
（注）１ 

四半期損益
計算書計上
額（注）２

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事業 計 

売上高               

外部顧客への売上高  1,594,031  694,105  261,578  19,390  2,569,107  －  2,569,107

計  1,594,031  694,105  261,578  19,390  2,569,107  －  2,569,107

セグメント利益  142,341  1,708  119,561  7,055  270,667  △70,262  200,405

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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